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株式会社プロネクサスとの業務提携に関する株式会社プロネクサスとの業務提携に関する株式会社プロネクサスとの業務提携に関する株式会社プロネクサスとの業務提携に関するお知らせお知らせお知らせお知らせ    

 

当社は、本日、企業の情報開示を支援する株式会社プロネクサス（本社： 東京都港区、        

代表取締役社長：上野 剛史）との間で、日系企業の台湾進出支援業務に関する業務提携契約を

締結しましたので、以下のとおりお知らせいたします。 

 

記 

 

１．業務提携の目的 

 当社は、創業以来、「食」を中心とする商空間の総合サービスを提供し、飲食業界や小売業

界での多くの実績を積み重ねてまいりました。現在では従来の枠組みを超え、食に関わる店舗

以外にも、食以外の物販店、サービス店、アミューズメント施設、病院等メディカル関係、リ

ゾートホテル、更には店舗のみならず、商業ビル、物流センター、食品工場などの企画・デザ

イン・設計・施工・メンテナンスといった様々な商空間の総合サービスを提供しております。 

また、平成 25 年からは日本国内だけでなく、シンガポール、タイ、ベトナム、インドネシ

ア、マレーシアおよびカンボジアの ASEAN６ヶ国で現地法人を設立し、事業展開を進めており、

飲食店の設計・施工のみならず、大手ショッピングセンターの店舗メンテナンス、病院におけ

る厨房部分の設計・施工等の実績を上げ、当社が長年にわたり培ってきた日本での実績と技術

力をもって、日本から ASEAN 地域へ進出を目指すお客様のお手伝いをしてまいりました。 

本日公表しましたとおり、当社は平成 29 年８月下旬（予定）に 100％子会社であるラック

ランド台湾（本社：台北市信義區、董事長：望月 圭一郎）を設立することとなり、数多くの

日系企業の進出が見込める台湾を含め、更なる人口増加による経済成長が期待できるアジア

において、当社拠点を全７拠点へと充実させることにより、海外事業の一層の拡充を図って 

まいります。 

 株式会社プロネクサスは、長年にわたり企業のディスクロージャーや IRを支援するトータ

ルソリューションの提供を主力事業とする会社でございますが、近年では日系企業のアジア

進出支援サービス事業も行っており、平成 26 年にプロネクサスの 100％子会社であるプロネ

クサス台湾（本社：台北市信義區、董事長：上野 剛史）を設立しております。 

 日本の外食・小売企業の台湾出店が活発になっている中、海外進出のための体制整備を実務

面でサポートする株式会社プロネクサスと業務提携することにより、台湾進出を目指すお客

様のサポートのみならず、アジア各国への進出に対するお客様のご要望に迅速に対応する 

ことが可能になると判断いたしました。  
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２．業務提携の内容 

 株式会社ラックランドと株式会社プロネクサスが業務提携し、両社はアジア各国に進出 

する顧客企業の相互紹介と情報交換を行い、顧客企業のアジア進出をサポートいたします。  

また、当社はこの業務提携を機にプロネクサス台湾と連携をとりながら、台湾を始めとする 

アジア各国への進出に必要な行政手続きから店舗制作およびメンテナンスまでワンストップ

で支援するサービス「スグデル」（※当社のサービスブランド名）を提供します。アジア各国

進出の検討から現地でのビジネス展開まで、両社がそれぞれ精通する各分野を担当し、きめ 

細やかなサポートをいたします。 

 

 

 

３．業務提携の相手先の概要 

（１）名 称 株式会社プロネクサス 

（２）所 在 地 東京都港区海岸一丁目２番 20 号 汐留ビルディング５階 

（３）代表者の役職・氏名 代表取締役社長 上野 剛史 

（４）事 業 内 容 

企業のディスクロージャー・IRを支援するトータルソリュー 

ションの提供 

（５）資 本 金 3,058 百万円 

（６）設 立 年 月 日 昭和 22 年５月１日 

 

 

 

４．日程 

業務提携契約締結日   平成 29 年７月 27 日 

サービス提供開始日   平成 29 年７月 27 日 

 

 

 

５．今後の見通し 

 本業務提携が平成 29 年 12 月期の当社の連結業績に与える影響につきましては軽微である

と見込んでおります。しかしながら、中・長期的には当社の企業価値向上に寄与するものと 

見込んでおります。 

 今後、適時開示の必要性が生じた場合には、速やかに開示いたします。 

 

 

 

以 上 


